
別紙－１ 

災害応急対策業務に関する協定書（案） 

 
国土交通省関東地方整備局宇都宮国道事務所長（以下「甲」という。）と○○○○株式会社

代表取締役（以下「乙」という。）とは、宇都宮国道事務所所管施設等の災害応急対策業務（以
下「業務」という。）に関して、次のとおり協定を締結する。 
 
 
第１条  目 的 

本協定は、国土交通省関東地方整備局宇都宮国道事務所が管理または工事中の施設等
（以下「所管施設」という。）が地震・大雨・大雪等の異常な自然現象及び予測できな
い災害等（以下、「災害」という。）の発生、または発生の恐れがある場合において、
業務を実施するにあたり、これに必要な建設機械、資材、技術者及び労力について、双
方がその確保及び動員の方法を定め、被害状況の早期把握に努めるとともに被害の拡大
防止と被災施設の早期復旧に資することを目的とする。 

 
第２条  協力要請 

甲は、所管施設に災害が発生し、または発生の恐れがある場合において必要と認める
ときは、乙に対し「業務」の要請を行う。 

２ 甲は、事前の気象情報を確認し、可能な限り早期の要請に努めるものとする。 
 
第３条 乙の責務 

乙は、本協定を履行するに当たり、誠実に履行することのほかに、災害業務又は降雪
時の作業の実施に必要な労務及び建設資機材等の確保、協力会社も含めた緊急時の連絡
体制の確保及び応急復旧等に必要な技術の研鑽等に努めるものとする。 

２ 乙は、社内に連絡担当者を配置し、甲に対して担当者名、連絡先（通常時及び緊急時）
を書面で報告するものとする。なお、連絡担当者を複数名配置する場合は、あらかじめ
優先順位を付すものとする。また、担当者変更の場合は、すみやかに報告するものとす
る。 

 
第４条  業務内容 

甲が乙に対し要請を行う「業務」の主な内容は、以下のとおりである。 
①  緊急点検（パトロール） 

所管施設等に災害が発生し、または発生が予想される場合における損壊箇所等、被
害の把握と報告を行う。 

   ② 緊急措置 
道路利用者の安全確保を図るため、危険箇所にバリケードやロープ等の設置および

危険箇所の注意喚起、交通規制の措置を周知する案内板や標識等の設置および必要に
応じ誘導員の配置を行う。 

   ③ 道路啓開 
緊急車両の通行確保（原則として２車線確保とするが、被災状況によりやむを得な

い場合は１車線確保とし、必要に応じ誘導員を配置）を図るため、倒壊・散乱してい
る沿道建物や電柱等の障害物除去、段差発生箇所の路面及び橋梁部の土嚢等による段
差処理、路上放置車両の移動等を実施する。 

また、必要に応じて甲が保有する災害対策用建設機械等の運搬及び操作を行うもの
とする。 

なお、甲からの要請があった場合は、車両移動に先立ち、車両の移動命令を行う。
車両移動および移動命令には、「身分証明書及び移動命令書」を携行する。乙自らが
車両の移動を行うにあたっては、写真撮影し、別添移動記録に関する書類を作成し、
速やかに甲に提出し、報告するものとする。 
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   ④ 応急復旧 
道路啓開後、緊急輸送道路の機能を確保するため、土嚢等による段差処理をアスフ

ァルトによる簡易舗装にするなど、各被災箇所の状況に応じた段階的な復旧を実施す
る。 

また、必要に応じて甲が保有する災害対策用建設機械等の運搬及び操作を行うもの
とする。 

   ⑤ 防災訓練 
甲等が主催する訓練、講習会等（県外開催を含む。）に、参加するものとする。 
なお、参加に伴う費用は乙が負担するものとする。 

   ⑥ 異常降雪時の対応 
     異常降雪時には、パトロール、凍結防止剤の散布、道路除雪、チェーン規制・通

行止め規制等を実施する。 
 
第５条 業務の実施区間 

「業務」の実施区間は､別紙－２のとおりとする。 
  ２ 災害の被災状況により協定者に連絡がつかない区間、または協定を辞退して協定者が

不在の区間が発生した場合および災害の発生状況等により、上記で規定する区間以外（県
外を含む）についても業務を要請する場合がある。 

 
第６条 建設機械等の報告 

乙は、あらかじめ「業務」実施に必要な組織及び稼働可能な建設機械並びに使用可能
な資材、労力（以下「建設資機材等」という。）の数量等を把握し、書面により報告す
るものとする。 

  ２ 前項の建設資機材等に著しい変動があった場合又は、甲の要請があった場合は、保有
状況を速やかに甲に、書面により報告するものとする。 

  ３ 甲は、甲の保有する建設資機材等について、あらかじめ乙に書面により通知するもの
とする。 

  ４ 乙の災害時責任者（現場代理人相当、補助者）が異動等により変更になった場合は、
速やかに甲の担当者へ連絡するものとする。 

 
第７条 建設機械等の提供 
    甲および乙は、それぞれから要請があった場合、特別な理由がない限り、相互に建設

資機材等を提供するものとする。 
 
第８条 出動の要請 
    甲は、乙に対して第２条に基づき「業務」の実施を要請する場合は、書面又は電話等

の方法によるものとする。 
  ２ 気象庁による震度情報の発表で、宇都宮国道事務所管内において震度６弱以上を観測

した場合、又は確認した場合は、甲からの要請があったものとみなして、乙は出動し、
緊急点検を開始するものとする。 

  ３ 協定区間⑥の乙は、東京都２３区内において震度６弱以上の地震が観測された場合、
甲からの要請があったものとして出動し、「道の駅ごか」に参集し、新４号の「道の駅
ごか」から「国道１６号」間の緊急点検を開始するものとする。 

  ４ 甲乙相互の通信連絡が不能で、乙が被害状況を把握している場合は、甲からの要請が
あったものとみなして、乙の判断で出動するものとする。 

  ５ 乙は、出動した場合、速やかに現場責任者を定め、甲に氏名・連絡先を報告するもの
とする。また、災害業務の途中において現場責任者を変更する場合も同様とする。 

  ６ 除雪による出動については、降雪予測の７２時間または４８時間前を目処に甲が乙に
必要な区間に対して協力依頼するものとする。 

  ７ その後、除雪の出動要請をする場合は、出動時期および場所等を甲が乙に連絡するも
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のとする。 
 
第９条 費用の見積 
    乙は、災害業務完了後、当該業務又は作業に要した費用の見積書を甲に提出するも

のとする。 
 
第10条 契約の締結 

甲は、第８条に基づき、乙に出動を要請（防災訓練を除く）した時は、遅滞なく随意
契約を締結するものとする。 

 
第11条 協定の解約 
    甲もしくは乙において、協定を継続できない事情が発生したときは、甲乙協議のうえ

協定を解約できるものとする。 
  ２ 乙において取引停止の事実や不渡りの事実や情報、会社更生法・民事再生法の申請等

があった場合、もしくは協定の履行に当たり、乙に不誠実な行為があった場合は、甲は
書面による通告をもって本協定を解除することが出来る。 

 
第12条 業務指示 

「業務」の直接の指示は、当該業務実施区間を担当する出張所長（以下「出張所長」
という。）、または管理第二課長（出張所長が通信不能の場合）が行うものとし、乙はそ
の指示に従うものとする。ただし、第８条による甲の出動要請が不可能な場合は乙の判断
により業務を行うことができるものとする。 

  ２ 前項の乙の判断により業務を行った場合においては、その内容を遅滞なく甲に報告す
るものとする。 

 
第13条 業務の実施報告 

乙は、第８条第１項に基づく出動要請があった場合は、直ちに出動し、監督職員の指
示に従い、担当区間又は担当範囲において災害業務に着手するものとする。なお、災害
業務の実施内容については、必要に応じて監督職員と協議するものとする。 

  ２ 乙の現場責任者は、出動後遅滞なく作業時間・体制及び使用建設資機材等を出張所長
に書面により報告するものとする。 

  ３ 乙は、第８条第４項により出動した場合には、監督職員と連絡が可能となった時点
で電話等にて速やかにその実施内容等を監督職員に報告するものとする。 

  ４ 緊急点検（パトロール）については、甲の指定する日報様式（ルート及び時刻、また
徒歩等で実施した場合はその旨を明記）に記載し、出張所長に提出するものとする。 

  なお、緊急を要する事象を発見した場合は、速やかに電話等により、出張所長へ報
告するものとする。 

 
第14条 業務の完了 

乙は、「業務」が完了したときは、直ちに出張所長へ書面により報告するものとする。 
 
第15条 費用の請求 
    乙は、「業務」完了後、当該業務（防災訓練を除く）に要した費用を第10条により締

結した契約に基づき甲に請求するものとする。 
 
 
第16条 費用の支払 

甲は第15条の既定による請求の提出を受けたときは、内容を精査し第10条に基づき支
払うものとする。 
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第17条 第三者に及ぼした損害 
    「業務」の実施において、第三者に損害を及ぼした場合、乙がその損害を賠償しなけ

ればならないものとする。ただし、その損害の内、甲の責に帰すべき事由により生じた
ものについては、甲が負担するものとする。 

  ２ 甲、乙双方の責に帰すべからずものにより、第三者に損害を及ぼしたとき、又は建設
資機材等に損害が生じたときは、乙は、その事実の発生後、遅滞なくその状況を書面に
より甲に報告し、その処置について甲、乙協議して定めるものとする。 

 
第18条 身分証明書の発行 

災害対策基本法に基づく「災害応急対策業務」及び「除雪作業」を行う場合は、乙は
甲が発行する「身分証明書」を携行するものとし、必要に応じてこれを提示するものと
する。 

 
第19条 緊急通行車両 

本協定締結後、本協定に基づき乙が保有している緊急通行車両に登録可能な車両を事
前届け出するものとする。 

 
第20条 災害時優先電話 

本協定締結後、第３条２項で報告する連絡先となる電話（携帯電話を含む）のうち、
「災害時優先電話」として登録可能なものについては、契約している電気通信事業者（電
話会社等）へ「災害時優先電話」の登録申請を行うものとし、登録完了後は、甲に対し
て書面で報告するものとする。なお、災害時優先電話の登録変更が必要な場合は、速や
かに所要の手続きを行い、その旨甲に対して報告するものとする。 

 
第21条 有効期限 

この協定の有効期限は、令和３年４月１日から令和６年３月３１日までとする。 
 
第22条 その他 
    この協定に定めのない事項又は、疑義を生じた事項については、その都度甲、乙協議

して定めるものとする。 
 
 
この協定の証として、本書２通を作成し甲、乙記名押印のうえ各自１通を保有する。 
 
 
  令和３年  月  日 
 
 

甲   国土交通省関東地方整備局 
宇都宮国道事務所長 井上 啓   印 

 
 

乙   ○○○○○株式会社 
                     代表取締役 ○○○○○   印 
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協 定 区 間 図

①
延長

起点(KP) 終点(KP) km

野崎橋左岸

　　　　　～　栃福橋左岸

平出工業団地交差点

　　　　　～　野崎橋左岸

下野市・宇都宮市境

　　　　　～　平出工業団地交差点

神鳥谷交差点

　　　　　～　下野市・宇都宮市境

小田林交差点

　　　　　～　平出工業団地交差点

(埼玉・茨城県境)中川放水路左岸

　　　　　～　小田林交差点

利根川橋右岸

　　　　　～　神鳥谷交差点

足利陸橋群馬県側橋台

　　　　　～　大和田西交差点

大和田交差点

　　　　　～　小田林(西)交差点
　　　　　　 　水戸側拡幅端部

20.95

⑨ ［５０号］ 56.75 81.20 24.45

⑦

小
山
出
張
所

［４号］ 55.30 76.80 21.50

⑧ ［５０号］ 35.80 56.75

⑤ ［新４号］ 73.60 108.40 34.80

⑥ ［新４号］ 46.70 73.60 26.90

19.00

③

国
分
寺
出
張
所

［４号］ 95.80 112.40 16.60

④ ［４号］ 76.80 95.80

37.55

② ［４号］ 112.40 144.65 32.25

協定区間
No

担当
出張所

路線名
距離標

境界目標

①
矢
板
出
張
所

［４号］ 144.65 182.20

②

③

④
⑤

⑥⑦

⑧ ⑨
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